
第　１９　号議案

　（総　則）

第１条　令和２年度久留米市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　接続戸数 戸

　　（２）　年間総処理水量 立方メートル

　　（３）　一日平均処理水量 立方メートル

　　（４）　建設改良事業の概要

　　　　　　　１　管渠布設工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　２　浄化センター施設工事

７６,０００

一　　式

２７,７４０,０００

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

３４,０００

１２７,３０２
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　下水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

５,１４６,１９１

７,６７８,７３５

７,１３２,１８３

６,０５９,１９８

９２７,７２６

１３５,２５９

収　　　　　　　入

２,５３２,１４４

４００

支　　　　　　　出

１０,０００
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　（資本的収入及び支出）

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　補助金 千円

　　第３項　負担金 千円

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　予備費 千円

５,９６２,４００

２,５７９,２３０

１０,０００

３,５８９,２４４

８,２３３,５７３

８０１,３２０

１１,８３２,８１７

９,３４２,９５０

収　　　　　　　入

　及び地方消費税資本的収支調整額２７７，９１０千円、減債積立金５７５，０００千円、過年度分損益勘定留保資金３４３，９１１千円、当年度分損益勘

　定留保資金１，２９３，０４６千円で補てんするものとする。）。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２，４８９，８６７千円は、当年度分消費税

支　　　　　　　出
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　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

中央浄化センター

水処理施設改修事業
２０４,０００

年度 年割額総額款 項 事業名

千円
令和２年度 １３６,０００

千円

３４０,０００

令和３年度

耐 震 化 対 策 事 業
令和３年度 ３７８,０００

南部浄化センター
３３５,０００

汚泥処理施設改修事業
令和３年度

令和２年度 ２５２,０００
中央浄化センター

２００,０００

令和２年度 ９５,０００

１　資本的支出 １　建設改良費

令和２年度 １３５,０００

６３０,０００

南部浄化センター
２３７,０００

水処理施設改修事業
令和３年度 １４２,０００
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　（債務負担行為）

　（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第８条　一時借入金の限度額は、５，０００，０００千円と定める。

南部浄化センター及び汚水ポンプ場
維持管理業務委託料

令和３年度から令和７年度まで
千円

限度額 起債の方法

千円

起債の目的

％

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定する事項による。
　ただし、財政の都合により据置期
間を短縮し、もしくは繰上償還又は
低利に借換えすることができる。

公共下水道事業 ５,９６２,４００

利率

２．０　以内

１,１００,４９２

償還の方法

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　　　項 期　　　　　　間

普通貸借又は証券発行 （ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率）

限　　　度　　　額
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　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　　営業費用と営業外費用の間

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　議決を経なければならない。

　　（１）　職員給与費 千円

　　（２）　交際費 千円

　　　　　令和２年２月２７日提出

　
福岡県久留米市長　 大　久　保　 勉

第９条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

４９２,７３０

第１０条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の

１３６
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１,９７２,４７４

公営企業に係る繰出基準に基づく一般会計からの繰入金

行政財産使用料及びその他雑収入

下水道使用料収入

雨水処理等に係る負担金

７,６７８,７３５

５,１４６,１９１

４,６７７,０７４

３５２,９１８

国庫補助金、固定買取売電益、責任技術者登録手数料等１１６,１９９

２,５３２,１４４

１

の収入

預金利息及びその他利息収入

５１８,８１７

1　過年度損益修正益

３　長期前受金戻入

５　雑収益

４００

４　消費税及び地方消費税還付金 ３７,９０５

４００

１　受取利息及び配当金

２　他会計補助金

１　営業収益

２　営業外収益

１　下水道収益

２　雨水処理負担金

３　その他の営業収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　考

１　下水道事業収益

３　特別利益

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

２,９４７

125



２６,６２７

２８３,４３３

８,４７２

３１,６４４

２２１,５００

７４,９５７

７５５,７６３

２２,７２８

８,５６５

６,３４６

４３,６３６

５７,２８８

１０,０８７

修　繕　費

修　繕　費

委　託　料

１３,３３７

６,３４１

に要する費用

法定福利費

その他汚水管渠の維持管理

に要する費用

２,６４７

３４,３７１

材　料　費 １９,０００

その他ポンプ場施設の維持管理

委　託　料

給　　　料　８人

委　託　料

給　　　料　２人

手　当　等

法定福利費

修　繕　費

動　力　費

給　　　料　８人

法定福利費

手　当　等

手　当　等

１,１１９,９６５３　処理場費

１　管渠費

１　下水道事業費用

支　　　　　　出

項款

１　営業費用

２　ポンプ場費

予定額（千円）

７,１３２,１８３

６,０５９,１９８

５９３,８３２

備　　　　　　考目

千円

２３,５９４

１６１,３２５
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２１,９９７

厚生福利費

退職給付費 ３５,７０６

その他総括的業務に要する費用

委　託　料 ２９,９３６

に要する費用

法定福利費

その他使用料の徴収、普及指導 ３４,２６０

負　担　金

委　託　料 １３,１９６

１４９,５１３

１６,０３４

８,５８９

２６,９６４

１,６３３

１７,６２８

２５,２４０

３３,１９１

その他雨水施設の維持管理 ３５,４２６

２８,８１８

手　当　等

７,９６６

法定福利費

５８,８２３

委　託　料

２,２８４

１６,４５０

７,０４３

１３,８１８

に要する費用

薬　品　費

給　　　料　２人

手　当　等 ５,９０９

動　力　費

その他処理場施設の維持管理

給　　　料　９人

法定福利費

１３３,４６５

手　当　等

給　　　料　８人

に要する費用

８２,１０８

６　総係費

５　業務費

１５０,０６５

４　雨水施設費

修　繕　費
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１３５,２５９

５００

１０,０００

９２７,７２６

５０

１２７,２００

１２７,５８３

　

３,６９０,８５５

９２７,２２６

７　減価償却費

３　その他特別損失

１　支払利息及び企業債取扱諸費

２　雑支出

３　特別損失

１　予備費

２　過年度損益修正損

８　資産減耗費

１　災害による損失

２　営業外費用

８,００９

４　予備費 １０,０００
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収　　　　　　入

１　企業債

資 本 的 収 入 及 び 支 出

５,５４７,３００５,９６２,４００

７,０００

建設改良費

１　資本的収入

項 目 備　　　　　　考予定額（千円）

９,３４２,９５０

国庫補助金２,５７９,２３０

４１５,１００

千円５,９６２,４００

款

４　他会計負担金

３　受益者負担金

１　工事負担金

２　受益者分担金 ９,６０６

１　企業債

８０１,３２０

２,５７９,２３０

３　負担金

特別措置分

１　国県市補助金

２　補助金

６９５,２６５

８９,４４９
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款

千円

１００,８９３

予定額（千円）

１２５,９９１

３３,３３０

委　託　料

手　当　等

２　雨水施設建設費

管渠布設工事費

１　管渠建設費

委　託　料

給　　　料　２７人

支　　　　　　出

浄化センター施設工事費 １,２２５,５００

その他管渠建設に要する費用

１１１,０００

３０６,７６５

１４,９９１

３９,０００

７４,７３０

法定福利費

６４３,３４３

５,６７８,８００

８,２３３,５７３

その他雨水施設建設に要する費用

水質機器購入等

１　予備費

４　機械備品購入費 ３,３８８

１　企業債償還金

費用

その他浄化センター建設に要する

委　託　料１,２６６,３３３

３　予備費

１０,０００

企業債元金償還金

１０,０００

２　企業債償還金 ３,５８９,２４４

３,５８９,２４４

１,８３３

項 目

３　浄化センター建設費

１　建設改良費

１　資本的支出

備　　　　　　考

１１,８３２,８１７

６,８３７,８６１

130



令和２年度　久留米市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 ２６２,５５６

　　減価償却費 ３,６９０,８５５

　　退職給付引当金の増加額 ２５,１９５

　　賞与引当金の増加額 ４,１１３

　　貸倒引当金の増加額 ２３４

　　長期前受金戻入額 △ １,９７２,４７４

　　受取利息及び配当金 △ １

　　支払利息及び企業債取扱諸費 ９２７,２２６

　　固定資産除却損 ９１,０８３

　　未収金の減少額 ３６７,８０６

　　未払金の増加額 ２６,７９８

　　小計 ３,４２３,３９１

　　利息及び配当金の受取額 １

　　利息の支払額 △ ９２７,２２６

　　業務活動によるキャッシュ・フロー ２,４９６,１６６

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ ７,６５４,４８２

　　国庫補助金等による収入 １,８４３,８５８

　　他会計からの繰入金による収入 ６９５,２６５

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５,１１５,３５９

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ５,５４７,３００

　　その他の企業債による収入 ４１５,１００

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ３,０９６,２５５

　　その他の企業債の償還による支出 △ ４９２,９８９

　　財務活動によるキャッシュ・フロー ２,３７３,１５６

４　資金増加額（又は減少額） △ ２４６,０３７

５　資金期首残高 １,０５７,７５９

６　資金期末残高 ８１１,７２２
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１　総　　括

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１１ ２８

(８)

２５

(２)

１１ ５３

(１０)

１ ２７

(６)

２５

(１)

１ ５２

(７)

１０ １

(２)

(１)

１０ １

(３)

(　　)内は短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外数

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 １３８ １２６,６２８ １１９,２３５ ２４６,００１ ３７,９１４ ２８３,９１５

資本勘定支弁職員 １００,８９３ ７４,７３０ １７５,６２３ ３３,３３０ ２０８,９５３

合　　計 １３８ ２２７,５２１ １９３,９６５ ４２１,６２４ ７１,２４４ ４９２,８６８

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 １１９,４２５ １１４,５５６ ２３３,９８１ ３６,７２４ ２７０,７０５

資本勘定支弁職員 １０１,８８４ ７４,４５９ １７６,３４３ ３３,５８３ ２０９,９２６

合　　計 ２２１,３０９ １８９,０１５ ４１０,３２４ ７０,３０７ ４８０,６３１

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 １３８ ７,２０３ ４,６７９ １２,０２０ １,１９０ １３,２１０

資本勘定支弁職員 △ ９９１ ２７１ △ ７２０ △ ２５３ △ ９７３

１２,２３７合　　計 １３８ ６,２１２ ４,９５０ １１,３００ ９３７
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ９,７６３ ６,７０９ ５,４０２

前　年　度 ９,０８３ ６,６７２ ５,２８４

比　　　較 ６８０ ３７ １１８

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２７,６６５ １,３２７ ４,２１５ ４０

前　年　度 ２７,１９８ １,２９１ ４,２１５ ４０

比　　　較 ４６７ ３６

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ６２,１２６ ４１,０１２ ３５,７０６

前　年　度 ６０,５１５ ４０,３１０ ３４,４０７

比　　　較 １,６１１ ７０２ １,２９９

区　  分

区  　分

区　  分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

１１ ２８

(６)

２５

(２)

１１ ５３

(８)

１ ２７

(６)

２５

(１)

１ ５２

(７)

１０ １

(１)

１０ １

(１)

(　　)内は短時間勤務職員で外数

３,３４２ ４,３６６ ７,８４６ ３０３ ８,１４９

△ ９９１ ２７１ △ ７２０ △ ２５３

４,３３３ ４,０９５ ８,５６６ ５５６ ９,１２２

△ ９７３

１０１,８８４

２２１,３０９ １８９,０１５ ４１０,３２４

２０９,９２６３３,５８３１７６,３４３７４,４５９

７０,３０７ ４８０,６３１

４８８,７８０

１１９,４２５ １１４,５５６ ２３３,９８１ ３６,７２４ ２７０,７０５

２２４,６５１ １９３,３８１ ４１８,１７０ ７０,６１０

７４,７３０ １７５,６２３ ３３,３３０ ２０８,９５３

１２３,７５８ １１８,６５１ ２４２,５４７ ３７,２８０ ２７９,８２７

１００,８９３

比
　
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

１３８

資本勘定支弁職員

合　　計

本
　
年
　
度

区　　　　　分

職　員　数

前
　
年
　
度

１３８

給　　　　与　　　　費

１３８

１３８

損益勘定支弁職員
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ９,７６３ ６,７０９ ５,４０２

前　年　度 ９,０８３ ６,６７２ ５,２８４

比　　　較 ６８０ ３７ １１８

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ２７,６６５ １,３２７ ４,２１５ ４０

前　年　度 ２７,１９８ １,２９１ ４,２１５ ４０

比　　　較 ４６７ ３６

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ６１,５４２ ４１,０１２ ３５,７０６

前　年　度 ６０,５１５ ４０,３１０ ３４,４０７

比　　　較 １,０２７ ７０２ １,２９９

区　  分

区  　分

区　  分
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　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報　 　酬 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

(２)

(２)

(２)

(２)

(　　)内はパートタイム会計年度任用職員で外数

区　　　　　分

給　　　　与　　　　費

本
　
年
　
度

損益勘定支弁職員 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４ ４,０８８

資本勘定支弁職員

合　　計 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４ ４,０８８

前
　
年
　
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

３,４５４ ６３４ ４,０８８

資本勘定支弁職員

合　　計

比
　
　
較

損益勘定支弁職員 ２,８７０ ５８４

職　員　数

４,０８８合　　計 ２,８７０ ５８４ ３,４５４ ６３４
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扶　養　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当 特殊勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度

前　年　度

比　　　較

時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 管理職員特別勤務手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度

前　年　度

比　　　較

期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給付費

 (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ５８４

前　年　度

比　　　較 ５８４

区　  分

区  　分

区　  分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 ６,２１２ 　１　給与改定に ２２２ 　給料表の改定　　平均0.1％引き上げ

　　　伴う増減分

　２　昇給に伴う ７８８ 　平均昇給率 0.35％

　　　増  加  分

　３　そ の 他 の ５,２０２ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況（短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）

　　　　　　　　　　　　　１月に 　 　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　在職する職員　　　（増減） 　　（計）

　会計年度任用職員制度の新設による増分 　　　　　本年度　　　　５３人　　 　 ０人　　　５３人

　　     ２，８７０千円 　　　　　前年度　　　　５２人　　 　 ０人　　　５２人

　　　　　増　減  　　 　 １人　　 　 ０人　　　  １人

手　当 ４,９５０ 　１　制度改正に ６９４ 　住居手当　　　　　　制度改正による支給額の変更

　　　伴う増減分 　通勤手当　　　　　　制度改正による支給額の現象

　勤勉手当　　　　　　年間1.85月　→　1.9月

　２　そ の 他 の ４,２５６ 　会計年度任用職員制度の新設

　　　増　減　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

２，３３２千円　　　増　減　分
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３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たりの給与

給 料 表 （一） 給 料 表 （二）

　平 均 給 料 月 額　 ３１３，１２８ 円  円

　平 均 給 与 月 額　 ３７２，３７７ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４１歳　３ヵ月 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３１１，０７１ 円  円

　平 均 給 与 月 額　 ３６８，３４８ 円 円

　平　 均　 年 　齢　 ４０歳１１ヵ月 歳

短時間勤務職員を除く

　（２）初任給

給 料 表 （一）（円） 給 料 表 （二）（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円）

高   校   卒 １５４,９００ １５２,７００ １５４,９００ １５２,７００

大   学   卒 １８８,７００ １８８,７００

企　　　業　　　職

令和　２年 １ 月 １ 日 現在

区        分

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成３１年 １ 月 １ 日 現在

企　　　業　　　職 一　　般　　会　　計　　の　　制　　度
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　（３）級別職員数

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１　　級 ４  ７.５  １　　級

２　　級 ６  １１.３  ２　　級

２０  ３７.８  

(７) (８７.５)

４　　級 １３  ２４.６  ４　　級

５　　級 ５  ９.４  

４  ７.５  

(１) (１２.５)

７　　級 １  １.９  

８　　級

５３  １００.０  

(８) (１００.０)

１　　級 ４  ７.７  １　　級

２　　級 ６  １１.５  ２　　級

２２  ４２.３  

(７) (１００.０)

４　　級 １１  ２１.２  ４　　級

５　　級 ４  ７.７  

６　　級 ４  ７.７  

７　　級 １  １.９  

８　　級

５２  １００.０  

(７) (１００.０)

３　　級

給　　料　　表　　（一） 給　　料　　表　　（二）
区　　　　分

企　　　　業　　　　職

(　　)内は短時間勤務職員数で外数

平成３１年 １月 １日現在

令和　２年 １月 １日現在

３　　級

計

３　　級 ３　　級

計 計

計

６　　級
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（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識又 　主任主事の職 　１　主査の職 　１　課長補佐 　課長の職務又 　１　次長の職 　部長の職務又

　は経験を必要 　務 　務又は職務の 　の職務又は職 　は職務の複雑、　務又は職務の 　は職務の複雑、

　とする業務を 　 　複雑、困難及 　務の複雑、困 　困難及び責任 　複雑、困難及 　困難及び責任

　行う主事の職 　び責任の度が 　難及び責任の 　の度がこれと 　び責任の度が 　の度がこれと

　務 　これと同程度 　度がこれと同 　同程度のもの 　これと同程度 　同程度のもの

　のものとして　　程度のものと 　として管理者 　のものとして 　として管理者

　管理者が別に 　して管理者が 　が別に定める 　管理者が別に 　が別に定める

　定める職の職 　別に定める職 　職の職務 　定める職の職 　職の職務

　務 　の職務 　務

　２　困難な業 　２　困難な業 　２　困難な業

　務を行う主任 　務を行う主査 　務を行う課長

　主事の職務 　の職務又は職 　の職務又は職

　務の複雑、困 　務の複雑、困

　難及び責任の 　難及び責任の

　度がこれと同 　度がこれと同

　程度のものと 　程度のものと

　して管理者が 　して管理者が

　別に定める職 　別に定める職

　の職務 　の職務

企　 業　 職
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　（４）昇給 　（５）特殊勤務手当

給料表（一） 給料表（二）

５３ ５３

４７ ４７

２号給　（人） 支 給 対 象 職 員 の 比 率

４号給　（人） ４０ ４０ 　（令和　２年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人） 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り

８号給　（人） ７ ７ 平　　均　　支　　給　　月　　額

　号給　（人）

８８.７ ８８.７

５２ ５２

４６ ４６

２号給　（人）

４号給　（人） ４０ ４０

号 給 数 別 内 訳 ６号給　（人）

８号給　（人） ６ ６

　号給　（人）

８８.５ ８８.５

短時間勤務職員を除く

比　率（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比　率（ｂ）／（ａ） （％）

職　　員　　数（ａ)　（人）

昇給に係る職員数（ｂ） （人）

企業職
合　計区　　　　　　　　分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
職　　員　　数（Ａ)　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

区　　　　　　　　　分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 －

企　業　職

－

－

－
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　（６）期末手当・勤勉手当

支給率計

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

２．２５０ ２．２５０ ４．５０

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．２２５　　 ２．２２５　　 ４．４５

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．２５０ ２．２５０ ４．５０

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

（　　）内は再任用職員の支給率

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

一般会計の制度（支給率等） ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ なし

　（８）その他の手当

区　　　分

備    考

備    考

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度 有

同　　　　　じ

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

有

有

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

区　　　分
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584,500 0 0 100.0368,000 552,000 920,000 0

40.0
南部浄化

センター
2 552,000 201,300 60.0

施 設

368,000

552,000 552,000

368,000233,800 0元 368,000 134,200

増設事業
計 920,000 335,500

204,000

252,000 252,000

0

0

204,000 100,650

169,500

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

千円

その他

50

136,000

千円

企業債
年割額

左 の 財 源 内 訳

継 続 費 に 関 す る 調 書

国庫
補助金

1 資本的
支　出

1

年度

千円千円 千円

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

全　　体　　計　　画
前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

項

センター

対策事業

耐 震 化

建　設
改良費

款

中央浄化

事業名

中央浄化

センター

水 処 理

施 設

124,603

計 630,000 207,103

350,700 0

0 378,000 0.0

40.0

0.0

40.0

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

千円 ％

252,000

40.0

204,000

40.0

千円

136,000

378,000252,0000 0422,800 97

253,300

136,0000 0 136,00050340,000

3

2

97

252,000 82,500

378,000

3

千円

136,000 67,1002 068,900

103,300

千円

改修事業 計 172,200167,750
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款 項

1 資本的
支　出

1 建　設
改良費

計

2

増設事業

施 設

105 0 967,000997,000 297,495 699,400 997,00030,000 0 100.0

142,000

3.0

40.1

26.2

0 30,000 30,000

千円

135,000

0

0 135,000

田 主 丸
50

335,000

30

0

47,900

141,400

2

施 設

計

南部浄化

水 処 理

センター
3

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

％千円 千円 千円 千円 千円

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

国庫
補助金

企業債 その他

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

40.3200,000

200,000 0.0

40.3

260,800

135,000

260,800

0

95,000

168,900 0

センター

事業名

3

南部浄化
2

汚泥処理
200,000

0 135,000

0

67,900

99,000

260,800 119,350

全　　体　　計　　画

30,000 30,000

101,000

166,100

135,000 67,100

千円 千円 千円

0.0

95,000 40.1

142,000142,000 70,290 71,700

95,000 47,080 95,00020

10

30 0 0

施 設

計 95,000119,600237,000 117,370

706,200

改修事業

改修事業

浄 化
元 706,200 706,200 70.8

センター
178,145 528,000 55
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より生じた損失

　について補償する

水洗便所 改造 資金 伴う資金貸付に
令和元年度まで ８０８ 令和２年度以降 損　失　額

貸 付 損 失 補 償

水洗便所改造に

令和７年度まで

及び汚水 ポン プ場
１,１００,４９２

令和３年度から
１,１００,４９２ １,１００,４９２

維持管理業務委託料

千円 千円 千円

南部浄化 セン ター

金　額 期　間 金　額 国庫補助金 その他

千円 千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左　の　財　源　内　訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額

期　間
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ ４,８４４,０４０

ロ ６,１６１,１４７

△ １,３４６,３９２ ４,８１４,７５５

ハ １２０,６４０,２５８

△ １７,５４２,３７６ １０３,０９７,８８２

ニ １３,４８４,９２７

△ ５,１２７,７３３ ８,３５７,１９４

ホ ７９

０ ７９

へ ４２,２３５

△ １４,０３７ ２８,１９８

ト １,２６０,０７５

１２２,４０２,２２３

１２２,４０２,２２３

２　流　　動　　資　　産

（１） ８１１,７２２

（２） ２,２２１,３６９

△ ２１,８１５ ２,１９９,５５４

（３） ６１８,０００

３,６２９,２７６

１２６,０３１,４９９

現 金 ・ 預 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

前 払 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

（令和３年３月３１日）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

未 収 金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ ６１,３７１,４５５

ロ ３,８７５,０８６

６５,２４６,５４１

（２）

イ ５００,０００

５００,０００

（３）

イ １５１,６００

１５１,６００

６５,８９８,１４１

４　流　　動　　負　　債

（１）

イ ３,２５８,３３８

ロ ５４１,６０６

３,７９９,９４４

（２） １,８３９,９４９

（３）

イ ３７,４６６

３７,４６６

（４） ２４,４３０

５,７０１,７８９

５　繰　延　収　益

（１） ４７,８９７,７２０

△ １０,５３５,６５６ ３７,３６２,０６４

（２） ４,４２７,７９５

４１,７８９,８５９

１１３,３８９,７８９

企 業 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

他 会 計 借 入 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金
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６　資　　本　　金 ９,４２６,３４４

７　剰　　余　　金

（１）

イ ５１６,８７４

ロ １,８５６,７４８

２,３７３,６２２

（２）

イ ８４１,７４４

８４１,７４４

３,２１５,３６６

１２,６４１,７１０

１２６,０３１,４９９

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　本　　　の　　　部

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

国 県 市 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金
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（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

（１） ４,２３４,７６３

（２） ３２６,０６５

（３） １０８,９２４ ４,６６９,７５２

２　営　　業　　費　　用

（１） ５３３,２９３

（２） １２０,８３３

（３） ９６３,８６４

（４） ６３,１８７

（５） １３３,３６５

（６） １１７,３３８

（７） ３,５６４,０３７

（８） ５５,４７５ ５,５５１,３９２

△ ８８１,６４０

令 和 元 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

下 水 道 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 利 益

資 産 減 耗 費

雨 水 施 設 費

業 務 費

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

雨 水 処 理 負 担 金

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費
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３　営　業　外　収　益

（１） ６

（２） ５４８,４４６

（３） １,７９９,８９３

（４） ２,８４２ ２,３５１,１８７

４　営　業　外　費　用

（１） ８８８,５５８ ８８８,５５８ １,４６２,６２９

５８０,９８９

５　特　　別　　利　　益

（１） １９９ １９９

６　特　　別　　損　　失

（１） ４,５６２

（２） ２,０９０ ６,６５２ △ ６,４５３

５７４,５３６

４,６５２

２８０,０００

８５９,１８８

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

雑 収 益

支払利息及び企業債取扱諸費
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（単位：千円）

１　固　　定　　資　　産

（１）

イ ４,８４４,０４０

ロ ６,１６１,１４７

△ １,１３９,０８１ ５,０２２,０６６

ハ １１４,２４５,９３３

△ １４,７４６,７１０ ９９,４９９,２２３

ニ １２,２２８,７７０

△ ４,４５９,５２８ ７,７６９,２４２

ホ ７９

０ ７９

へ ３９,２４１

△ １０,４６６ ２８,７７５

ト １,３２６,８１５

１１８,４９０,２４０

１１８,４９０,２４０

２　流　　動　　資　　産

（１） １,０５７,７５９

（２） ２,０５０,９３０

△ ２１,５８１ ２,０２９,３４９

（３） ３５８,１００

３,４４５,２０８

１２１,９３５,４４８

令 和 元 年 度 久 留 米 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資　　　産　　　の　　　部

前 払 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

資 産 合 計

（令和２年３月３１日）

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

貸 倒 引 当 金
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３　固　　定　　負　　債

（１）

イ ５４,４９９,０９３

ロ ４,００１,５９２

５８,５００,６８５

（２）

イ ５００,０００

５００,０００

（３）

イ １２６,４０５

１２６,４０５

５９,１２７,０９０

４　流　　動　　負　　債

（１） ４,５８３,４００

（２）

イ ３,０９６,２５５

ロ ４９２,９８９

３,５８９,２４４

（３） １,５１３,８１２

（４）

イ ３３,３５３

３３,３５３

（５） ２４,４３０

９,７４４,２３９

５　繰　延　収　益

（１） ４７,３３３,９３０

△ ８,５６３,１８２ ３８,７７０,７４８

（２） １,９１４,２１７

４０,６８４,９６５

１０９,５５６,２９４

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

引 当 金

引 当 金 合 計

一 時 借 入 金

そ の 他 の 企 業 債

長 期 前 受 金

未 払 金

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

他 会 計 借 入 金 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計
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６　資　　本　　金 ９,１４６,３４４

７　剰　　余　　金

（１）

イ ５１６,８７４

ロ １,８５６,７４８

２,３７３,６２２

（２）

イ ８５９,１８８

８５９,１８８

３,２３２,８１０

１２,３７９,１５４

１２１,９３５,４４８

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 県 市 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　本　　　の　　　部

剰 余 金 合 計
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会計に関する書類における注記 

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

・減価償却の方法     定額法による。 

・主な耐用年数 

 建物           0～50 年 

 構築物          0～50 年 

 機械及び装置       0～20 年 

 車両運搬具          0 年 

 器具及び備品       0～15 年 

  平成 26 年 4月 1日地方公営企業法適用(以下「法適用」という。)により、法適用後の減価償却の耐用年数は残存耐用年数のため、減価償却済みの資産     

 については耐用年数が 0年になる。 

（２）リース資産 

     現在リース契約を締結しているものは、所有権移転外のファイナンス・リース取引及びオペレーティング・リース取引であり、所有権移転外のファイナ

ンス・リース取引については、地方公営企業法任意適用事業者の特例的会計処理が認められているため、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っている。 

  ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における下水道事業が負担すべき退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額（12月から 3 月までの 4ヶ月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 
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  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 Ⅱ．令和２年度予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、27,525,240,000 円である。 

  ２ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取り崩し 

     令和２年度において、退職手当 10,511,000 円を支給するために、退職給付引当金 10,511,000 円を取り崩す予定である。 

  （２）賞与引当金の取り崩し 

     令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 112,454,000円の支出のために、賞与引当金 33,353,000 円を取り崩す予定である。 

  （３）貸倒引当金の取り崩し 

     令和２年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 4,163,000 円を取り崩す予定である。 

   ３ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 13,731,258 円 

     １年超 38,032,653 円 

      計    51,763,911 円 

 

Ⅲ．令和元年度予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

     貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、26,942,956,000 円である。 

  ２ 引当金の取り崩し 
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（１）退職給付引当金の取り崩し 

     令和元年度において、退職手当 6,229,530 円を支給するために、退職給付引当金 6,229,530 円を取り崩す予定である。 

（２）賞与引当金の取り崩し 

     令和元年度において、期末手当及び勤勉手当の支給及び法定福利費 98,896,393 円の支出のために、賞与引当金 34,214,000円を取り崩す予定である。 

（３）貸倒引当金の取り崩し 

     令和元年度において、不納欠損処分に係るものとして貸倒引当金 4,073,000 円を取り崩す予定である。 

  ３ リース契約により使用する固定資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内 15,093,358 円 

     １年超 51,763,911円  

      計    66,857,269 円 

 

 Ⅳ．セグメント情報の開示 

  久留米市下水道事業は、下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書及び貸借対照表等と重複することからセグメント情報は省略する。 
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